要請案文
現在、国会で審議されている「特定秘密の保護に関する法律案」については、新聞報道に見られるように、国民や各報道機関、研究者や専門家など多くの人々がその危険性について指摘しています。また、戦前の社会を経験し、「軍事機密保護法」など知る権利や個人の自由が制限され、情報が政府・軍の下で徹底して統制されていた人たちからは、より強い反発の声が上がっています。

これまでの審議を見ても、特定秘密の範囲は無限に広がる恐れも感じられ、漏洩に関する処罰も含めてきわめて曖昧な部分が多いと思います。国民の知る権利も制約され、憲法の規定にも触れるとの指摘もあります。現在、政府は恣意的な運用はないと主張されていますが、法律が成立した後、どのように運用されるかが時の政府や官僚機構に委ねられることは絶対に避けなくてはなりません。

日本社会は、戦前の非民主的社会が戦争への道を止めることができなかった大きな反省の下に、戦後の民主主義を積み上げてきました。そのような中にあって、本法案は重要法案にもかかわらず特別委員会審議が80時間程度と、十分な審議が諮られているとは考えられません。
私たちは「情報は国民の財産」との観点から、現在も国民の目に触れることなく廃棄される防衛秘密事態も問題であると考えます。知る権利・情報は、民主主義の基本を形成する要件であると考えます。そのことを担保することなしに秘密保護だけを議論すべきではないと考えます。

どうか今臨時国会での結論を急ぐことなく、多くの人々が納得できる議論を積み上げる努力をお願いします。戦前の社会を想起させることのない結論に至ることを、心から要請いたします。

